



































mar Posts and Telecommunications、以下「MPT」）、ミャンマー通信・情報技
術省（Ministry of Communications and Information Technology、以下「MCIT」）、
ミャンマー商工会議所連合会（The Union of Myanmar Federation of Chambers
of Commerce and Industry、以下「UMFCCI」）、コンピュータ大学の関係者、










２ Myanmar Information and Communication Technology Park
－２４－ 日本経大論集 第４５巻 第２号
続的に調査を積み重ねてきたため、本稿では、調査期間中の統計データを利
用する。また、ここで扱う軍事政権（１９８８‐２０１１）とは、１９８８年に成立した
国家法秩序回復評議会（State Law and Order Restoration Council）、さらに





































挙が実施された(9)。与党・連邦団結発展党（Union Solidarity and Development






４ ASIAN DEVELOPMENT OUTLOOK 2014 : p.212
５ 2015年 7月中旬からの豪雨により、同国北部と西部を中心に河川や運河が氾濫
するなど、甚大な被害が広がったことを受け、世界銀行は、ミャンマーの 2015
年度の GDP成長率予想値を 8.2％から 6.5％に下方修正している。
６ 世界銀行のサイトにより、2016年 1月 20日アクセス
「http://www.worldbank.org/content/dam/Worldbank/GEP/GEP2016a/Global-Economic-
Prospects-January-2016-East-Asia-and-Pacific-analysis.pdf」
７ 現地のメディアによると、世銀は、ミャンマーの成長率は 2016年 7.8％、2017
年 8.5％、2018年 8.5％と予測し、アセアン地域ではミャンマーの成長率が一番
高く、ラオスがミャンマーに次いで 2番目の成長国なると予測している（The
Daily Eleven Newspaper、2016年 1月 16日付）。
８ ホテル観光省（Ministry of Hotels and Tourism）の関係者によると、2011年の外
国人観光客数は 80万人であったのに対し、2015年には 470万人を超えている。
９ 自由で公正な環境下で行われる総選挙としては 1990年以来、25年ぶりである。






（Telegraph Act, 1885）」、１９１１年に「ミャンマー著作権法（Myanmar Copyright
Act）（１９１４年施行）」、１９３４年「無線電信法（Wireless Telegraphy Act, 1934）
が制定されている。１９９４年に「科学技術開発法（Science and Technology De-
velopment Law）」、１９９６年９月に「コンピュータ科学開発法（Computer Sci-





















ンマー・コンピュータ科学者協会（Myanmar Computer Professional Associa-
tion; MCPA）、ミャンマー・コンピュータファン協会（Myanmar Computer
Enthusiast Association; MCEA）などが存在する。ミャンマー全土において ICT




の ICTコンピュータ・スクールである KMD（Knowledge Management and















































「http://unpan3.un.org /egovkb/Portals /egovkb/Documents /un /2014-Survey / E - Gov _
Complete_Survey-2014.pdf」2015年 9月 10日アクセス



























地域では 12％（加入者数：70,700）である（Myanmar Information and Communica-
tion Technology DIRECTORY、以降「MICT DIRECTORY」、2013‐14、p.18、2012
年 5月現在）。









































































































２５ ITU「http://www.itu.int/en/ITU-D/Statistics/Pages/stat/default.aspx」2015 年 12 月 20
日アクセス





MPTが 67％、テレノールが 20％、オーレドーが 13％となっている（2015年 4
月 17日現在）2016年 1月 10日アクセス
「http://mig-infrastructure.de/the-next-phase-of-the-myanmar-tower-rollout/」

















































年 度 固定電話 携帯電話 合 計 テレデンシティー
２０１０‐２０１１ ５２３，６８９ １，１１９，７０８ １，６４３，３９７ －
２０１１‐２０１２ ５６４，８３３ １，６３７，６２９ ２，２０２，４６２ ５．９０％
２０１２‐２０１３ ５７０，９４０ ３，８０４，４６５ ４，３７５，４０５ １０．９９％
２０１３‐２０１４ ５７４，２２６ ７，７２５，５６５ ８，２９９，７９１ １４．８０％
２０１４‐２０１５（８月） ５６６，３４６ １１，０４３，４０７ １１，６０９，７５３ ５７．３８％
出典：The Mirror 紙、２０１５年８月１６日により筆者作成
“－”記載されていない



















































































































３８ SEA-ME-WE3とは、South-East Asia - Middle East - Western Europe 3の略である。




















率をみると、中国は 63％と断然トップであり、シンガポール 14％、日本 6％、
ベトナム 4％、タイ 4％、その他 9％となっている（MICT DIRECTORY、2013‐14，
p.28）。
表３ ミャンマーにおけるパソコン普及率
２００６年 ２００７年 ２００８年 ２００９年 ２０１０年 ２０１２年 ２０１３年
デスクトップ ２５８，０００ ２７６，０００ ３００，０００ ３２７，０００ ２１０，０００ ４００，０００ ４６０，０００
ノートパソコン １７２，０００ １８４，０００ ２００，０００ ２１８，０００ ３９０，０００ ６００，０００ ６９０，０００
















４０ 代表的なローカルのソフトウェア開発企業として、ヤンゴンに ACE Data Systems

















－４２－ 日本経大論集 第４５巻 第２号
ミャンマーで会社を設立している日本の代表的な会社として、２００８年に設
立されたMyanmar DCR Co., Ltd、２０１２年に子会社として設立された Arise
Myanmar（アライズミャンマー）や同年に設立された NTT DATA Myanmar







本の株式会社大和総研とミャンマーの ACE Data Systems Ltd.は、ITサービ





























































































４４ エリクソンモビリティレポート、2016年 1月 30日アクセス
「http://www.ericsson.com/res/site_JP/press/2015/doc/201512-mobility-report.pdf」
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Myanmar ICT for Development Organization（MIDO）
「http://myanmarido.org/」2016年 1月 29日アクセス
「http://www.ict.com.mm」2016年 1月 30日アクセス
7DaysNews、2016年 1月 5日アクセス
「http://www.myanmarjournaldownload.com/journal/7-days-news/」
ミャンマーにおける ICT産業に関する一考察 －４９－
